
 

１．「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）が発表された場合の具体的な防災対応の検討 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 中央防災会議防災対策実行会議における「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検

討ワーキンググループ」の報告を受け、新たな防災対応が定められるまでの当面の間、気象庁が

「南海トラフ地震に関連する情報」を発表することとなりました。 

 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震

に関連する情報

（臨時） 

 南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの大規模な

地震と関連するかどうか調査を開始した場合、または調査を継続している場合 

 観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が

平常時と比べて相対的に高まったと評価された場合 

 南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が相対的に高まった状態ではなくな

ったと評価された場合 

（１）「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）の概要 

（４）「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）が発表された場合の関係省庁の対応 

（３）南海トラフ地震防災対策推進地域の指定 

（内閣府資料より） 

○ 南海トラフ地震により大規模な被害が発生するおそれのある地域を指定し、国、地方公共団体、

関係事業者等が、調和を図りつつ自ら計画を策定し、それぞれの立場から予防対策や、津波避難

対策等の地震防災対策を推進。 

（３）南海トラフ地震防災対策推進地域の指定 

（２）南海トラフ沿いで発生する典型的な異常な現象とその評価に基づく防災対応の基本的考え方 

 関係省庁においては、関係省庁災害警戒会議の開催を受けて、情報収集・連絡体制の確認、所管する施設

等がある場合には必要に応じこれらの点検、大規模地震発生後の災害応急対策の確認など、地震への備え

を改めて徹底するものとする。ただし、南海トラフ地震に対する新たな防災対応が定められたときには、

廃止されるものとする。 

防災対応の基本的考え方：一定程度可能性の高さが認められる期間内に、避難等の応急的な対応を実施する意義がある 

南海トラフの東側だけで大規模地震が発生 
（西側が未破壊） 

ケース① 

南海トラフ東側で大規模地震（Ｍ８クラス）が発生 

西側は連動するのか？ 

全世界で 1900 年以降に M8.0 以上の 
地震（96 事例）発生後、隣接領域で
同規模の地震が発生した事例数 

3 日以内：10 事例
3 年以内：38 事例

Ｍ８～９クラスの大規模地震と比べて一回 
り小さい規模（Ｍ７クラス）の地震が発生 

ケース② 

南海トラフで地震（Ｍ７クラス）が発生 

南海トラフの大規 

模地震の前震か？ 

全世界で 1900 年以降に M7.0 以上の 
地震（1368 事例）発生後、同じ領域
で、同規模の地震が発生した事例数 

3 日以内：10 事例
3 年以内：38 事例

東北地方太平洋沖地震に先行して観測され 
た現象と同様の現象を他種目観測 

ケース③ 

防災対応の基本的考え方：防災対応に活かす段階には達 
していない 

2011 年東北地方太平洋沖地震に先行して観測された現象 

地震活動関連

地殻変動関連

電磁気関連
地下水関連

東海地震の判定基準とされるようなプレー 
ト境界面でのすべりが発生 

ケース④ 

防災対応の基本的考え方：行政機関が警戒態勢をとるな 
どの対応に活用できる 

◆ ひずみ計 

シミュレーションでは、地震発生前にゆっくりすべりを伴う場合、
伴わない場合等、大地震発生に至る多様性が示されている。 

時間

ひ
ず
み
の
時
間

資料２－３ 
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２．「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）が発表された場合の四国地方整備局の初動応急対策イメージ（建設業界との連携） 

 

（２）基本的な作業手順と連絡系統

 

（１）災害時における建設業界との応急対策業務に関する協定の締結者と主な内容

・４県建設業協会 ・日本建設業連合会

・全国測量設計業協会連合会 ・日本測量調査技術協会

・日本道路建設業協会 ・日本橋梁建設協会 ・プレストレストコンクリート建設業協会

・全国土木コンクリートブロック協会 ・全国特定法面保護協会

・日本埋立浚渫協会 ・全国浚渫業協会 ・四国港湾空港建設協会連合会

・日本補償コンサルタント協会

・日本建設機械化協会 ・日本海上起重技術協会 ・建設電気技術協会

・四国地質調査業協会 ・海洋調査協会

公共土木施設の早期復旧に向けた

応急対策工事 

・大規模な斜面崩壊

・津波による土地の浸水

・道路、航路のがれきによる閉塞

 

提供技術者等の労働力及び資機材等 

の確保及び動員 

【主な内容】【協定締結者】

建設業者等 

建設業協会等 

依頼
提出 
報告 

要請

直ちに現地活動を開始 

四国地方整備局 

・建設コンサルタンツ協会 ・港湾技術コンサルタンツ協会

・日本潜水協会 ・全国解体工事業団体連合会 ・日本自動車連盟

特殊機械等の確保及び動員 

専門技術者等の労働力 

の確保及び動員 

 

提供

公共土木施設の早期復旧に向けた

調査・測量等 

・被災状況の調査（空中写真撮影

等を含む） 

・被災箇所の測量、設計

・施設等の健全性の判断

 

提供

【初動応急対策の手順】

建設業協会等への支援要請 

各建設業者等への出動要請 

活動開始（技術者等の提供）  

登録 
報告 

【要請等の連絡系統】
事前対応（案） 

●建設業協会等への現地入場可能な企業（技術者、

資機材、建設機械等）の登録及び支援準備の要請

を行う。

●事前にいただいた登録を元に、建設業界への要請

内容を事前に配分する。

ことにより、発災直後の現地活動が可能となる体制 

を確保する。 

（３）「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）が発表された場合の事前準備（例）

災 害 発 生 

発災 各建設業者等への出動要請 

活動開始（技術者等の提供）  

災 害 発 生 

建設業協会等への支援要請（事前対応） 

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時） 事前対応可能な手順 

四国地方整備局 
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「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）が発表された場合の四国運輸局の対応計画について 

１．四国運輸局の体制 

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）のケースに応じて体制を整備する。 

①異常な現象が南海トラフ大規模地震と関連するか調査を開始した時

注意体制に準じた必要な体制をとり、四国運輸局南海トラフ地震連絡室を設置する。 

※局内連絡体制の確保

②大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まった時

警戒体制に準じた必要な体制をとり、四国運輸局南海トラフ地震対策室を設置する。 

※関係機関、関係業界等との連絡体制の確認

２．公共交通機関等への対応・・発災時の被害を最小限にするために！ 

   

３．緊急輸送対策への対応・・発災後の円滑な支援物資輸送に備えて！ 

４．関係業界との連携 

①関係機関への「南海トラフ地震に関連する情報」(臨時)伝達ルートの確立を図る。

②関係業界の対応体制の整備を指導する。

５．その他 

同時に設置される、国土交通省南海トラフ地震連絡室（対策室）の指示に対応する。 

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）の伝達ルート図 

船員災害防止協会四国支部

全日本内航船主海運組合徳島県支部

四国地区レンタカー協会連合会

軽自動車検査協会香川主事事務所

四国旅客船協会

四国地方海運組合連合会

全国内航タンカー海運組合四国支部

全日本内航船主海運組合四国支部

（社）全国霊柩自動車協会四国支部連合会

四国地方通運業連盟

四国運輸局内

四国自動車整備振興会連合会

（社）日本自動車販売協会連合会香川県支部

全国軽自動車協会四国ブロック協議会

四国鉄道協会

四国鋼索交通協会

四国運輸局総務部
安全防災・危機管理調整官

四国バス協会

四国ハイ・タク協議会

四国トラック協会連合会

気象庁

四国倉庫連合会

四国冷蔵倉庫協会

日本ホテル協中国四国支部

日本旅館協会四国支部

日本旅行業協会中四国支部

大臣官房参事官
（運輸安全防災）

全国旅行業協会四国地方協議会

乗客・旅行者等の安全確保を最優先にした措置を指導
交通輸送機関 

旅行業事業者など 

支援物資輸送に関わる関係機関との連絡体制の確認
指定公共機関 

トラック協会

倉庫協会など 

四国運輸局 
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